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１－１.事業の必要性等に関する視点（その１）

■事業の必要性
斐伊川本川・宍道湖・大橋川では、戦後最大の被害をもたらした昭和４７年７月洪水が再び生じた場合、尾原ダム・志津見ダム・斐伊

川放水路の整備を前提としても洪水を安全に流下できない箇所がある。
河川整備基本方針に沿って、概ね20年間の整備メニューを示した本河川整備計画（案）に基づき、再度災害防止の観点から、上流の

ダム，中流の斐伊川放水路，下流の大橋川改修と宍道湖の湖岸堤整備を進めていく必要がある。
また、中海・境水道においても、近年、高潮被害が頻発しているため、被害を防止するため、湖岸堤整備を進めていく必要がある。

■事業の効果等
斐伊川本川、宍道湖、大橋川において、戦後最大の被害をもたらした昭和47年7月洪水（上島地点：2,720m3/s）が再び発生した

場合でも、家屋の浸水被害の発生を防止する。
斐伊川放水路、神戸川においては、計画高水流量(馬木地点：2,400m3/s)を安全に流下させ浸水被害の発生を防止する。
中海・境水道では高潮を含めた既往最大水位（中海湖心水位H.P.+1.08m 平成15年9月）に波浪等を考慮したものに対し、浸水被

害を防止する。

■近年洪水における被害状況

家屋浸水戸数 浸水農地面積
S47.7洪水 約25,000戸 10,031ha
H18.7洪水 約1,500戸 463ha

人口資産等の変化

出雲空港の浸水状況(10日間閉鎖)

S47.7洪水 H18.7洪水

松江市東本町周辺

■社会情勢等の変化

増減率 H21年 H17年 増減率 H21年 H17年 増減率 H18年 H17年 増減率 H19年 H17年
松江市 0.99 194,402 196,603 1.05 77,126 73,717 1.00 10,250 10,205 1.00 3,037 3,037
出雲市 0.99 144,960 146,307 1.04 48,826 47,111 0.98 7,429 7,580 1.00 4,301 4,301
雲南市 0.96 42,428 44,403 1.05 13,630 12,990 0.95 2,213 2,320 1.00 2,503 2,503

※島根県統計情報データベース，島根県統計書から引用

事業所 耕地面積人口 世帯数

1



×出雲空港

出雲警察署

●島根市消防本部

国道9号×

斐川

宍道

松江玉造 東出雲

×国道54号

×山陰本線（松江駅）

●松江警察署

国道431号×

松江市役所●

出雲市役所

出雲市消防本部

①主なライフライン
・出雲空港，JR山陰本線，一畑電車
・国道9号，国道431号，国道54号

②主要な公共施設
・役場 ：島根県庁，松江市役所，出雲市役所 等
・警察署 ：出雲警察署，松江警察署 等
・消防本部：出雲市消防本部，松江市消防本部

③その他、災害時要援護者関連施設
・島根県立中央病院，松江赤十字病院 等
・老人ホーム 等

島根県立中央病院

×山陰本線（出雲駅）

島根大学医学部付属病院

松江赤十字病院

×JR山陰本線

×一畑電車

2

×国道9号

島根県庁
●

１－2.事業の必要性等に関する視点（その２）

ダム・放水路 (1)－①
尾原ダム・志津見ダムの建設
斐伊川放水路及び神戸川の河川整備

(3)
堤防の整備
支川合流点処理

(4) 堤防強化対策

宍道湖 (3) 湖岸堤防の整備

狭窄部の拡幅（堤防の整備含む）

堤防の整備（計画高水位まで）
水門等の整備

堤防の整備（計画堤防高まで）

中海・境水道 (1)-② 湖岸堤防の整備

中   期

斐伊川
本　 川

大橋川

短   期

(2)

整備箇所
優先
順位

主な整備内容
河川整備計画対象期間

完成

設計協議・用地買収・補償工事等

下流部拡幅工事 上流部拡幅工事

短期整備箇所
(Ⅰ)

短中期整備箇所
(Ⅱ①)

中期整備箇所
（Ⅱ②）

※ 放水路への分流の取扱いについては出雲市等と調整
※ 堤防の上面が道路として利用される場合には、段階的な堤防整備は実施せず、計画堤防高まで堤防の整備を実施する場合がある

河川整備の対象期間：概ね２０年間

整備順序の概略工程表

■尾原ダム建設事業・志津見ダム建設事業については、基本計画に定めた平成２２年度末で完成予定。
■斐伊川放水路事業については、平成２０年代前半の完成を目標に残事業を着実に推進。
■大橋川改修については、地域住民と設計協議等を行い、河川整備計画策定後、地域の合意形成が図られた

箇所から速やかに事業着手＊。
■中海・境水道については、短期整備箇所から順次事業着手＊。
■斐伊川本川及び宍道湖については、ダム・放水路完成後に順次事業着手＊。

本河川整備計画策定後においては、ＰＤＣＡサイクルにより、定期的にフォローアップすることとする。

＊：整備順序の概略工程表参照
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１－2.事業の進捗の見込みの視点



コスト縮減の可能性

① 新技術・新工法を活用するとともに、関係機関等との事業調整、
建設発生土の有効利用を図り、コスト縮減に努めます。

② 施設点検や維持補修の効率化，施設の延命化等のライフサイクルコストを意識し、
施設整備を行います。

代替案立案等の可能性

①建設資材の有効活用

・斐伊川河口部の維持掘削で発生した
土砂の有効活用

②ライフサイクルコストを意識した施設整備

・汽水環境等を考慮した施設整備を
行う等、ライフサイクルコストを縮減

■ダム・放水路については、事業完成間近であり、代替案の可能性は低い。
■河川整備計画（案）については住民意見、学識委員、関係自治体の長並びに

関係機関の意見を伺い策定中である。
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１－3.コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

■氾濫シミュレーションの実施
■想定被害額の算出

整備期間と投資計画の想定

総便益（B）の算定

評価対象期間：整備期間＋50年間
現在価値化の基準時点

：評価時点（H21時点）
社会的割引率：４％
評価期間終了時点の残存価値を加算

経済性の評価
○費用便益比（B／C）

河川整備計画等

総費用（C）の算定

評価対象期間：整備期間＋50年間
現在価値化の基準時点

：評価時点（H21時点）
社会的割引率：４％

便益（B）の算出
〔便益（B）=被害軽減額〕

【整備前の被害額】－【整備後の被害額】
(Without)            (With)  

整備期間と施設完成後の便益想定

費用（C）の算出

社会的割引率を考慮して現在価値化
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2.費用便益比（B/C）算出のフロー



■計画規模1/150年確率の洪水を最大として検討

■『治水経済マニュアル（案） (H17.4)』により、費用便益分析を実施

【洪水に対する費用便益分析について】

■平成21年度を基準年として、整備期間及びに発生する費用及び便益を現在価値化

ただし、ダム及び放水路の分流については整備期間中は便益が発現せず、完成後の評価期
間は他と同様50年間とする。

■便益については事業の進捗に伴い発現し、完成後の評価期間は事業完了後50年間とする

■河川整備の計画対象期間20年間（H22～H41）で実施する治水事業の費用
（ただし、堤防強化に係る費用を除いて費用便益分析を実施）

【費用便益分析について】

6

3.費用便益比（B/C）算出の諸元

③尾原ダム

④志津見ダム

⑤大橋川・築堤，護岸・拡幅

②斐伊川放水路及び神戸川
・堤防整備
・河道掘削
・分流堰整備 他

⑥宍道湖・湖岸堤整備

⑦中海・境水道・堤防整備

①斐伊川本川
・築堤
・支川合流点処理

整備内容

① 斐伊川本川
・築堤
・支川合流点処理

② 斐伊川放水路及び神戸川
・堤防整備
・河道掘削
・分流堰整備　他

③ 尾原ダム ダム建設

④ 志津見ダム ダム建設

⑤ 大橋川
・築堤，護岸
・拡幅

⑥ 宍道湖 湖岸堤整備

⑦ 中海 湖岸堤整備
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4.河川整備計画（案）対象事業（堤防強化除く）



対象氾濫原を、一連の氾濫区域と見なせる区域（氾濫ブロック）に細かく分割

氾濫ブロックの分割状況
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5-1.便益の算出方法 ～年平均被害軽減期待額の算出方法①～

それぞれの氾濫ブロックについて、規模の異なる確率規模の降雨ごとに 、

事業実施前後の被害額を算定し、これを基に年平均被害軽減期待額を算出する。

事 業 実 施 前 事 業 完 了 後

（例）１／１５０確率規模の降雨を対象とした被害の軽減状況

被害軽減被害軽減

※斐伊川本川及び神戸川はダム下流の県管理区間を含む。

出雲地区
出雲地区
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5-1.便益の算出方法 ～年平均被害軽減期待額の算出方法②～



～ 1/3.6 1/3.6 = 0.7222 0 0 0
1/3.6 ～ 1/10 1/3.6-1/10 = 0.1778 415 74 74
1/10 ～ 1/30 1/10-1/30 = 0.0667 747 50 124
1/30 ～ 1/50 1/30-1/50 = 0.0133 736 10 133
1/50 ～ 1/80 1/50-1/80 = 0.0075 874 7 140
1/80 ～ 1/100 1/80-1/100 = 0.0025 986 2 142
1/100 ～ 1/150 1/100-1/150 = 0.0033 1,132 4 146

年平均
被害額
累計値

区間平均
被害額⑤

年平均
被害額
④×⑤

区間 区間確率④

氾濫ブロックにおける年平均被害期待額の算出（例）

【氾濫ブロック：斐伊川本川左岸ブロック】

当該ブロックにおける年平均被害軽減期待額： 146 億円／年

（単位：億円） （単位：億円）

氾濫ブロック（斐伊川本川左岸ブロック）において年平均被害軽減期待額の算出すると・・・

※ 本表にある被害額は直轄管理河川の氾濫・越水によるものを記載。

事業前
①

事業後
②

軽減額
③=①-②

1/3.6 - - -
1/10 830 - 830
1/30 1,349 686 663
1/50 1,608 800 808
1/80 1,892 952 940
1/100 2,056 1,025 1,031
1/150 2,368 1,136 1,232

流量規模
被害額
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5-1.便益の算出方法 ～年平均被害軽減期待額の算出方法③～

・評価期間中に発現する便益を
社会的割引率（４％）で現在価値化した
上で集計

・評価期間後に生じる残存価値を算定

・今後見込まれる事業費、維持管理費は
社会的割引率（４％）により現在価値化し
た上で集計

【便益の整理】

【費用の整理】

費用便益比（B/C）及び

その他の指標を算出
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5-2.便益及び建設費の算出
（単位：百万円）

建設費
現在

価値化
維持管理費

現在
価値化

総費用

107,990 86,028 72,320 26,890 112,918

年
数

年
度

0 H21 0 0 0 0

1 H22 28,571 27,472 0 0 27,472 337 0 337 324

2 H23 13,223 12,225 984 910 13,135 34,418 2,654 37,073 34,276

3 H24 12,973 11,533 1,050 933 12,466 34,755 2,654 37,409 33,257

4 H25 3,544 3,029 1,115 953 3,982 68,459 2,654 71,114 60,788

5 H26 3,544 2,913 1,133 931 3,844 68,681 2,654 71,335 58,632

6 H27 3,544 2,801 1,150 909 3,710 68,902 2,654 71,556 56,552

7 H28 3,544 2,693 1,168 888 3,581 69,123 2,654 71,777 54,545

8 H29 3,515 2,568 1,186 866 3,435 69,344 2,654 71,999 52,609

9 H30 3,505 2,463 1,203 845 3,308 69,566 2,654 72,220 50,741

10 H31 3,505 2,368 1,221 825 3,193 69,787 2,654 72,441 48,939

11 H32 3,505 2,277 1,238 804 3,081 70,008 2,654 72,663 47,200

12 H33 3,505 2,189 1,256 784 2,974 70,230 2,654 72,884 45,523

13 H34 3,505 2,105 1,273 765 2,870 70,451 2,654 73,105 43,905

14 H35 3,455 1,995 1,291 745 2,741 70,672 2,654 73,327 42,344

15 H36 3,213 1,784 1,308 726 2,510 70,894 2,654 73,548 40,839

16 H37 2,302 1,229 1,324 707 1,936 71,092 2,654 73,746 39,374

17 H38 2,302 1,182 1,336 686 1,868 71,291 2,654 73,945 37,961

18 H39 2 302 1 136 1 347 665 1 801 71 489 2 654 74 143 36 599

建設費　整備計画対象全体

整
備
計
画
期
間

事業費
現在

価値化

便益　整備計画対象全体

便益

合計
不特定
容量

治水

34 H55 0 0 1,381 364 364 72,085 2,654 74,739 19,698

35 H56 0 0 1,381 350 350 72,085 2,654 74,739 18,940

36 H57 0 0 1,381 337 337 72,085 2,654 74,739 18,212

37 H58 0 0 1,381 324 324 72,085 2,654 74,739 17,511

38 H59 0 0 1,381 311 311 72,085 2,654 74,739 16,838

39 H60 0 0 1,381 299 299 72,085 2,654 74,739 16,190

40 H61 0 0 1,381 288 288 72,085 2,654 74,739 15,567

41 H62 0 0 1,381 277 277 72,085 2,654 74,739 14,969

42 H63 0 0 1,381 266 266 72,085 2,654 74,739 14,393

43 H64 0 0 1,381 256 256 72,085 2,654 74,739 13,839

44 H65 0 0 1,381 246 246 72,085 2,654 74,739 13,307

45 H66 0 0 1,381 236 236 72,085 2,654 74,739 12,795

46 H67 0 0 1,381 227 227 72,085 2,654 74,739 12,303

47 H68 0 0 1,381 219 219 72,085 2,654 74,739 11,830

48 H69 0 0 1,381 210 210 72,085 2,654 74,739 11,375

49 H70 0 0 1,381 202 202 72,085 2,654 74,739 10,937

50 H71 0 0 1,381 194 194 72,085 2,654 74,739 10,517

51 H72 0 0 1,381 187 187 72,085 2,654 74,739 10,112

52 H73 0 0 463 60 60 38,340 0 38,340 4,988

53 H74 0 0 463 58 58 38,340 0 38,340 4,796

54 H75 0 0 310 37 37 4,424 0 4,424 532

55 H76 0 0 310 36 36 4,424 0 4,424 512

56 H77 0 0 310 34 34 4,424 0 4,424 492

57 H78 0 0 310 33 33 4,424 0 4,424 473

58 H79 0 0 310 32 32 4,424 0 4,424 455

59 H80 0 0 310 31 31 4,424 0 4,424 437

60 H81 0 0 310 29 29 4,424 0 4,424 421

61 H82 0 0 310 28 28 4,424 0 4,424 404

62 H83 0 0 310 27 27 4,424 0 4,424 389

63 H84 0 0 310 26 26 4,424 0 4,424 374

64 H85 0 0 310 25 25 4,424 0 4,424 359

65 H86 0 0 310 24 24 4,150 0 4,150 324

66 H87 0 0 310 23 23 4,150 0 4,150 312

67 H88 0 0 310 22 22 4,150 0 4,150 300

68 H89 0 0 310 22 22 4,150 0 4,150 288

69 H90 0 0 310 21 21 4,150 0 4,150 277

70 H91 0 0 310 20 20 4,150 0 4,150 267

107,990 86,028 72,320 26,890 112,918 3,647,931 132,717 3,780,648 1,470,053

21,169

13.2B/C

計

整
備
後
5
0
年

残存価値
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便益　整備計画全体

建設費 整備計画全体

維持管理費

便益 現在価値

費用 現在価値

費用対効果の分析（不特定込み）

※１．本表中の額は、平成２１年度を基準年度として現在価値化をしたものである。

※２．ダム・放水路の既投資額は含まない。

（億円）

便益（B1） 14,701 697

残存価値（B2） 212 10

総便益（B＝B1+B2） 14,913 707

建設費（C1） 860 429

維持管理費（C2） 269 49

総費用（C=C1＋C2） 1,129 478

費用便益比 13.2 1.5

ダム・放水路
以外の

改修事業

整備計画対象
事業全体

項目

整備計画対象期間（20年間） 整備計画対象期間後評価期間（50年間）
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5-3.費用便益比（B/C）の算出（河川整備計画の評価）

※３．便益には、志津見ダム・尾原ダムの不特定容量分の便益を含む。

※４．宍道湖・中海の越波の被害軽減による便益については見込んでいない。

費用対効果の分析（不特定込み）

■ダム・放水路以外の改修事業の感度分析
今後行うダム・放水路以外の事業について、今後の関係機関協議や地元調整、設計の精査、コスト縮減等

により、建設費の増減が見込まれるため、建設費を±1割増減させ、B/Cの感度分析を行う。

（億円）

便益（B1） 697 697 697

残存価値（B2） 10 10 10

総便益（B＝B1+B2） 707 707 707

建設費（C1） 429 472 386

維持管理費（C2） 49 54 44

総費用（C=C1＋C2） 478 526 430

費用便益比 1.5 1.3 1.6

建設費
1割減

項目
ダム・放水路

以外の
改修事業

建設費
1割増

■感度分析結果
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5-4.費用便益比（B/C）の感度分析



●斐伊川水系においては過去にたびたび浸水被害を受け、特に昭和４７年７月洪水で
は壊滅的被害を受けた。また、近年では平成18年７月洪水でも多くの浸水被害が発
生している。

●重要な施設として、ＪＲ山陰本線、一般国道９号などの交通動脈や島根県庁、松江市
役所、出雲市役所などの公共施設を有している。

●今後も同様の洪水があった場合には、災害が再び発生するため、再度災害防止の観
点から、斐伊川治水事業の更なる進捗を図る必要がある。

①事業の必要性に関する視点

②事業の進捗の見込みの視点

●尾原ダム及び志津見ダムについては、基本計画どおり平成２２年度末で完成予定。
●斐伊川放水路については、平成２０年代前半完成を目指し分流堰等の残事業を計画

的に推進中。
●斐伊川水系の関係市町村は「斐伊川水系治水期成同盟会」を組織し、治水対策の促

進を強く要望。
●平成21年12月には鳥取県と島根県の両県知事が大橋川改修事業の実施について

同意。（協定書の締結）

③対応方針

●斐伊川水系河川整備計画（案）に基づき、事業実施することは妥当と考える。
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6.今後の対応方針（原案）

斐伊川水系直轄河川改修事業（斐伊川放水路）の
費用便益分析について

15



斐伊川

神戸川

大社湾

斐伊川放水路
（開削部）

L=4.1km

神戸川（拡幅
部）

L=9.0km

出雲市合流点

分流点

斐川町

【計画諸元】
○事業期間：昭和56年～平成20年代前半
○施工延長：Ｌ＝13.1km
（拡幅部：Ｌ＝9.0km、
開削部：Ｌ＝4.1km）

○計画高水流量
開削部：Ｑ＝2,000m3/s
拡幅部：Ｑ＝4,200m3/s

○主要工種
築 堤：約 400 万m3

掘 削：約1,600 万m3

橋 梁： 25 橋
用地買収： 322 ha
家屋補償： 437 戸 など

約 60m

約 100m

斐伊川放水路（開削部）標準横断図

約10m

約 160m

300m ～ 370m（現在の川幅の約1.5倍）

神戸川（拡幅部）標準横断図

約10m

(旧河道 約 240m)

7．斐伊川放水路事業の概要
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斐伊川放水路（開削部分流点付近）（平成22年5月） 神戸川（拡幅部8.5km付近）（平成20年5月）

平成21年度末

100%437 戸家屋移転

約100%322 ha用地買収

23橋25 橋橋梁架替

92%約 400万m3築 堤

82%約1,600万m3掘 削

放
水
路

進捗状況事業量

全 体
主要工種

8．工事及び用地買収の進捗状況

斐伊川→

←
放
水
路

神戸川（拡幅部河口付近）（平成22年5月）

神
戸
川
→

日本海

神
戸
川
→
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9．コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

【コスト縮減の具体的な内容】
・堰軸を下流側に移動することで、直接基礎を可
能とし、床堀土量も減らすことで、コスト縮減を図る。

☆コスト縮減額 ５００百万円

・ゲート形式を全面引上式から倒伏＋制水ゲートと
することで本体工のコンクリート量を低減するとと

もに、ゲート鋼材量の低減を図った。
☆コスト縮減額 ４５０百万円

・県道出雲三刀屋線の線形を見直すことで、改良

延長を短くするとともに、山切り量の低減を図った。
☆コスト縮減額 ６００百万円

その他の縮減内容 縮減額 備考
水道管の移設ルートを来原橋に添架させるこ
とで、切り回しを不要とした。

５０百万円

沈砂池護岸形状を逆T擁壁から法面形式とす
ることでの低減

１７０百万円

底版厚の見直し ５０百万円
管理橋表面処理・支承 ６０百万円

合計 ３３０百万円

山
切
大

R150 R150

R150

岩樋保存不可

岩樋保存可

R100

R280
R200

山
切
小

B案

B’案

斐
伊

川

放
水

路

道路法面

来原岩樋

切
土

量
増

30m

堰軸が放水路下流へ移動すると
道路法面切土量が増加
来原岩樋の保存が不可

堰軸が放水路上流へ移動すると
本体が岩着不可
床堀土量が増加

トータル

約１８８０百万円
のコスト縮減

分流能力
堰前面洗掘

× △ ○ ○

× △ ○ ○

× △ ○ ○
概算工事費

× △ ◎ ○
切土

岩樋保存
判定 ◎ ◎ ○ ×

Ｂ’案
堰柱前面位置 13k046.5m 13k036.5m 13k016.5

比較案 Ｂ案 第１案

最上流案

第２案

(堰軸:13k022.15m)
実験の結果範囲内 実験結果の範囲内 模型実験にて検証

洗掘が大きい 洗掘が大きい 左より改善 左より改善

堰本体は岩着 堰本体は岩着

本川河道
堤防の前出し有
河積狭める

堤防の前出し有り
河積影響なし

堤防の前出し有り
河積影響なし

構造性 基礎
１ｽﾊﾟﾝ岩着できない 地盤改良が若干必要

施工性 仮設
二重締め切り大 仮締め切り大 左より少 左より少

経済性
工事費大 工事費大 最安価 左より増

差額
498百万円 341百万円 0 73百万円

景観性
山切りが少 比較案で最小 左より多 左より多
利用性大 利用性大 保存は可能 保存は不可

総合判定 × △ ◎ ○

13k025.15m

堤防の前出し無し

（最下流案）

治水性

実験にて検証
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斐伊川放水路の分流堰における
コスト縮減について

■堰軸の移動

■県道の線形見直し

最適案
比較

費用対効果の分析（不特定込み）

・評価期間中に発現する便益を
社会的割引率（４％）で現在価値化した上で
集計

・評価期間後に生じる残存価値を算定

・既投資額についてはデフレータ及び
社会的割引率(４％)で現在価値化した上

で集計

・今後見込まれる事業費、維持管理費は
社会的割引率（４％）で現在価値化した上
で集計

【便益の整理】

【費用の整理】

費用便益比（B/C）及び

その他の指標を算出

（単位：百万円）
H20デフレーター 放水路事業C 放水路事業B
治水事業費指数 斐伊川放水路 斐伊川放水路

河川
（放水路）

建設費
現在

価値化

費用　維
持

管理費

現在
価値化

総費用

250,000 389,152 7,950 3,281

年
数

年
度

-28 S56 1.194 274 981 981 0

-27 S57 1.179 339 1,152 1,152 0

-26 S58 1.182 701 2,297 2,297 0

-25 S59 1.164 950 2,948 2,948 0

-24 S60 1.176 1,501 4,525 4,525 0

-23 S61 1.171 2,303 6,647 6,647 0

-22 S62 1.142 3,648 9,873 9,873 0

-21 S63 1.111 6,006 15,205 15,205 0

-20 H1 1.056 7,499 17,352 17,352 0

-19 H2 1.015 9,016 19,279 19,279 0

-18 H3 0.990 9,824 19,703 19,703 0

-17 H4 0.982 11,000 21,041 21,041 0

-16 H5 0.985 11,539 21,288 21,288 0

-15 H6 0.984 11,150 19,759 19,759 0

-14 H7 0.987 11,000 18,801 18,801 0

-13 H8 0.991 11,000 18,151 18,151 0

-12 H9 0.986 11,000 17,365 17,365 0

-11 H10 1.007 13,205 20,471 20,471 0

-10 H11 1.018 9,007 13,573 13,573 0

-9 H12 1.020 11,543 16,758 16,758 0

-8 H13 1.045 8,848 12,654 12,654 0

-7 H14 1.060 9,448 13,179 13,179 0

-6 H15 1.060 6,538 8,769 8,769 0

5 H16 1 057 6 000 7 716 7 716 0

現在
価値化事業費

便益

建
設
期
間

22 H43 150 63 63 33,916 14,311

23 H44 150 61 61 33,916 13,761

24 H45 150 59 59 33,916 13,231

25 H46 150 56 56 33,916 12,722

26 H47 150 54 54 33,916 12,233

27 H48 150 52 52 33,916 11,763

28 H49 150 50 50 33,916 11,310

29 H50 150 48 48 33,916 10,875

30 H51 150 46 46 33,916 10,457

31 H52 150 44 44 33,916 10,055

32 H53 150 43 43 33,916 9,668

33 H54 150 41 41 33,916 9,296

34 H55 150 40 40 33,916 8,939

35 H56 150 38 38 33,916 8,595

36 H57 150 37 37 33,916 8,264

37 H58 150 35 35 33,916 7,946

38 H59 150 34 34 33,916 7,641

39 H60 150 32 32 33,916 7,347

40 H61 150 31 31 33,916 7,064

41 H62 150 30 30 33,916 6,793

42 H63 150 29 29 33,916 6,531

43 H64 150 28 28 33,916 6,280

44 H65 150 27 27 33,916 6,039

45 H66 150 26 26 33,916 5,806

46 H67 150 25 25 33,916 5,583

47 H68 150 24 24 33,916 5,368

48 H69 150 23 23 33,916 5,162

49 H70 150 22 22 33,916 4,963

50 H71 150 21 21 33,916 4,772

51 H72 150 20 20 33,916 4,589

52 H73 150 20 20 33,916 4,412

53 H74 150 19 19 33,916 4,243

250,000 389,152 7,950 3,281 392,433 1,696,661 648,502

12,647

1.7B/C

計

整
備
後
5
0
年

残存価値
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10-1．放水路事業の建設費及び便益の算出
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百
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）

-40,000

-30,000

-20,000

-10,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

費
用
（

百
万
円

）

便益 放水路

費用 放水路

費用 維持管理費

便益 現在価値

費用 現在価値

費用対効果の分析（不特定込み）

建設期間 便益評価期間（50年間）

※１．本表中の額は、平成２１年度を基準年度として物価補正（デフレ）及び社会的割引率（4%）で現在価値化をしたものである。

※２．神戸川はH21年河道を整備前としており、神戸川拡幅の既投資分の費用は見込んでいるが、便益については見込んでいない。

※３．放水路の維持管理費の実績により算定。
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10-2．放水路事業の費用便益分析
全事業費評価 （億円）

便益（B1） 6,485

残存価値（B2） 126

総便益（B＝B1+B2） 6,611

建設費（C1） 3,892

維持管理費（C2） 33

総費用（C=C1＋C2） 3,925

費用便益比 1.7

項目
斐伊川放水路

（既投資額含む）

● 斐伊川水系においては過去にたびたび浸水被害を受け、特に昭和47年7月洪水で
は壊滅的被害を受けた。また、近年では平成18年７月洪水でも多くの浸水被害が発生
している。

● 重要な施設として、ＪＲ山陰本線、一般国道9号などの交通動脈や島根県庁、松江市
役所、出雲市役所などの公共施設を有している。

● 今後も同様の洪水があった場合には、災害が再び発生するため、再度災害防止
の観点から、斐伊川治水事業の更なる進捗を図る必要がある。

①事業の必要性に関する視点

②事業の進捗の見込みの視点

③対応方針（原案）

・平成20年代前半の完成に向け、平成21年4月より放水路分流堰に工事着手しており、
順調に事業が進捗している。

・斐伊川水系直轄河川改修事業（斐伊川放水路）については、平成20年代前半の完成
に向け、事業継続が妥当と考える。
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11．今後の対応方針（原案）


